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強度行動障害の定義１

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



強度行動障害の統計

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



精神科診断ではない

直接的な他害（噛みつき、頭突き等）や、間
接的な他害（睡眠の乱れて、同一性の保持等）、
自傷行為等が「通常考えられない頻度と形式で
出現している状態」を指す

家庭で通常の育て方をして、かなりの養育努
力があっても著しい処遇困難が持続している状
態である

出典：「強度行動障害がある人 あなたはどんな人をイメージしていますか？」（厚生労働省）

強度行動障害の定義２

重度・中等度知的障害+自閉症
「コミュニケーションが苦手な人」がなりやすい



行動障害の内容 1点 2点 3点

ひどい自傷 １～２/週 １～２/日 １日中

強い他害 １～２/月 １～２/週 １日何度も

激しいこだわり １～２/週 １～２/日 １日何度も

激しいものこわし １～２/月 １～２/週 １日何度も

睡眠の大きな乱れ １～２/月 １～２/週 ほぼ毎日

食事関係の強い障害 １～２/週 ほぼ毎日 ほぼ毎食

排泄関係の強い障害 １～２/月 １～２/週 ほぼ毎日

著しい多動 １～２/月 １～２/週 ほぼ毎日

著しい騒がしさ ほぼ毎日 一日中 絶え間なく

パニックがひどく指導困難 あれば

粗暴で恐怖感を与え指導困難 あれば

かなりの養育努力があっても、過去半年以上、様々な強度の行動障害が継続している
場合、10点以上を強度行動障害とし、20点以上を特別処遇（旧制度）の対象とする

強度行動障害の判定基準

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



強度行動障害 経過

環境と関わり



出典：強度行動障害をもつ人たちの居場所 〜三田市の監禁事件から見えるもの〜 田中 究他、2019



１．強度行動障害の当事者の人命と人権の尊重

２．支援の現場や家族の過重な負担の軽減を図る

３．社会全体の損失

出典：北九州市北九州市発達障害者支援地域協議会第二部会（強度行動障害支援検討部会）

強度行動障害に根拠に基づき包括的支援を導入

出典：「強度行動障害支援者養成研修【基礎研修】プログラム」（厚生労働省）



強度行動障害支援の原則

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



強度行動障害支援の原則

https://www.teensmoon.com/chart



強度行動障害の見方

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



強度行動障害の見方

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



①構造化された環境の中で、

②福祉と医療が連携しながら、

③リラックスできる強い刺激を避けた環境で、

④一貫した対応ができるチームを作り、

⑤自尊心を持ち一人でできる活動を増やし、

⑥地域で継続的に生活できる体制づくりを進める

出典：「強度行動障害支援者養成研修【基礎研修】プログラム」（厚生労働省）

強度行動障害支援の基本指針



強度行動障害の未来予想図にむけて

次の段階に進むには

出典：強度行動障害支援者養成研修資料



強度行動障害施策 北九州市

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/ho-huku/321_00027.html



強度行動障害施策 北九州市

北九州市発達障害者支援地域協議会・専門部会
第二部会 2021.6.17
導入説明資料
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000935368.pdf



強度行動障害施策 北九州市

北九州市発達障害者支援地域協議会・専門部会
第二部会 2021.6.17
導入説明資料
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000935368.pdf



出典 北九州市発達障害者支援地域協議会・専門部会 第二部会
北九州市への提言書
Web シンポジウム強度行動障害のある人を地域で支えるには 令和２年 11 月４日
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000935362.pdf

強度行動障害施策 北九州市



強度行動障害施策 北九州市

出典 北九州市発達障害者支援地域協議会・専門部会 第二部会
北九州市への提言書
Web シンポジウム強度行動障害のある人を地域で支えるには 令和２年 11 月４日
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000935362.pdf



強度行動障害施策 北九州市

階層化して支援に濃淡が必要

出典 北九州市発達障害者支援地域協議会・専門部会 第二部会
北九州市への提言書
Web シンポジウム強度行動障害のある人を地域で支えるには 令和２年 11 月４日
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000935362.pdf



強度行動障害施策 福岡市

出典：北九州市 令和3年度 第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943476.pdf



出典：北九州市 令和3年度 第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943476.pdf

強度行動障害施策 福岡市



出典：北九州市 令和3年度 第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943476.pdf

強度行動障害施策 福岡市



出典：北九州市 令和3年度 第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943476.pdf

強度行動障害施策 福岡市



出典：北九州市令和3年度 第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943476.pdf

強度行動障害施策 福岡市



強度行動障害施策 横浜市

出典：北九州市 令和3年度第4回 第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943475.pdf



出典：北九州市 令和3年度第4回第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943475.pdf

強度行動障害施策 横浜市



出典：北九州市 令和3年度第4回第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943475.pdf

強度行動障害施策 横浜市



出典：北九州市 令和3年度第4回第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943475.pdf

強度行動障害施策 横浜市



出典：北九州市 令和3年度第4回第二部会（強度行動障害支援検討部会）資料 HPから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000943475.pdf

強度行動障害施策 横浜市



2021年5月17日社会保障審議会障害者部会ヒアリング資料

一般社団法人日本自閉症協会会長市川宏伸氏

② 強度行動障害を有する児者に対する支援の強化

a.質の高い支援者を確保しにくい問題の改善が急務である。

報酬上の評価となっている専門性（資格）は、現場で求められている支援スキルとは異なる。

b. 予防と回復があるが、前者の取り組み強化

c.虐待防止と適切な支援の実践的な関係整理が急務

行動障害児者は支援方法が適切でも虐待とみなされる場合が多く、事業者は受け入れない傾向が強
い。

過齢児問題も同根。安易に医療に解決をゆだねると薬漬けになることが懸念される。福祉と医療の
連携が必要。

d.物理的環境整備、バックアップ体制、経済的負担対策が必要

生活空間（環境ストレス）を適切にすることが、本人、ならびに支援者にとっても有効である。

強度行動障害 国の施策

社会福祉審議会障害者部会
⇒次期（令和6年）障害福祉計画/障害者計画/障害福祉サービス

社会保障審議会障害者部会（第110回）
2021年5月17日（令和3年5月17日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195428_00032.html



強度行動障害 国の施策

強度行動障害の未来予想図にむけて



＜福祉領域＞
↓カッコ内の N は該当者ありと回答した機関数

「該当者あり」と
回答した事業所の
利用者数の合計

（人）

強度行動障害のある人
（強度行動障害得点

10点以上）
（人）

利用者に対する
強度行動障害の
ある人の割合
（％）

障害者支援施設（N＝27） 1679 193 11.5%

生活介護支援事業所（N＝33） 1431 141 9.9%
就労継続支援B型事業所（N＝4） 1089 5 0.5%

＜医療領域＞
↓カッコ内の N は該当者ありと回答した機関数

病床数（※）
の合計
（人）

強度行動障害のある人
（強度行動障害得点

10点以上）
（人）

利用者に対する
強度行動障害の
ある人の割合
（％）

精神科医療機関（N＝6）
（入院機能がある病院）

1363 33 2.4%
※備考：病床数は、アンケートに記載された病床数と、未記入の場合は各医療機関の病院ホームページに掲載情報をもとに

して算出。但し、認知症患者や身体疾患合併者用の精神科病床数の内訳が掲載されていなかった医療機関もあり。

＜教育領域＞
↓カッコ内の N は該当者ありと回答した機関数

在籍生徒数（※）
の合計
（人）

強度行動障害のある人
（強度行動障害得点

10点以上）
（人）

利用者に対する
強度行動障害の
ある人の割合
（％）

支援学校（N＝5） 2272 13 0.6%
※備考：在席生徒数の合計は、小・中・高等部の合計 但し、強度行動障害のある人は小学部 0人、中学部 7人、高等部 6人

強度行動障害者の人数 岡山県における実態調査
（岡山県発達障害者支援センターによる）
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強度行動障害のある人の年齢別割合
強度行動障害得点10点以上（N＝385）

10-19点 20-29点 30点以上

13-15歳 16-18歳 19-24歳 25-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上 不明 計

10-19点 4 5 30 23 43 56 20 11 1 193

20-29点 3 3 23 12 32 22 9 10 1 115

30点以上 6 15 13 14 17 4 8 77

合計 7 14 68 48 89 95 33 29 2 385

構成比 1.8% 3.6% 17.7% 12.5% 23.1% 24.7% 8.6% 7.5% 0.5% 100.0%

18歳以下では数
が少ないデータ
となっている。
研究デザインの
限界から実態を
反映していない
可能性がある

強度行動障害者の年齢 岡山県における実態調査
（岡山県発達障害者支援センターによる）

移行の課題



• 後方視（カルテレビュー）による調査

期間：平成30年9月1日〜令和元年8月31日

岡山県精神科医療センターにおける強度行動障害者（児）
外来通院者：49名 入院者：15名
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岡山県精神科医療センター外来患者の統計
を加えるだけで、13～15歳が7人⇒14人へ、
16～18歳が14人⇒26人となる

児童精神科・精神科
外来患者データを反
映する調査が必要

人数

年齢

強度行動障害者の人数 岡山県精神科医療センター



強度行動障害になりやすいのは

標準

境界域

軽度

中度

重度

最重度

自閉症特性の程度

知
的
障
害
の
程
度

弱い強い

強度行動障害

自傷・他害・破壊
異食・極端な固執行動

反社会的行動
非行・虞犯・触法行為等

急性期の精神症状
興奮・混乱・拒絶等

強度行動障害支援者養成研修【基礎研修】受講者テキスト ｐ15（一部改変） 文献３）

図２



合併する発達障害問題(ADHD，ﾄｩﾚｯﾄ，知的障害)

3歳 就学 10歳 15歳 20歳

Difficult child

虐待ﾊｲﾘｽｸ

早期関連症状(パニック、興奮、知覚過敏、注意の転導性、自己刺激、カタトニア)

トラウマ症状：関係念慮、タイムスリップ

精神科合併症(社会不安、うつ病、双極性障害、強迫性障害
ARMS 摂食障害、依存症、統合失調症)

いじめられ、孤立

家族との関係の変化：心理的退行

自傷，暴力，引きこもり，不適応が
精神医学的症状を基盤に顕在化

発達に伴い出現する
不適応状態と精神科症状

要求される対人関係の変化：複雑化

誤学習・未学習



合併する発達障害問題

3歳 就学 10歳 15歳 20歳

Difficult child

虐待ﾊｲﾘｽｸ

早期関連症状

トラウマ症状

精神科合併症

いじめられ、孤立

家族との関係の変化：心理的退行

行動上の問題の顕在化

→生活破綻を起こすまでの症状が出現

→生活破綻を起こすまでの症状が出現

→まきこみ・支配が限界を超えた時

→急性期症状

→適応水準の低下に強く影響

要求される対人関係の変化：複雑化

未学習・誤学習・環境の変化



福祉と医療・行政との連携
それぞれが半歩前へ
強度行動障害の人にとって薬物療法が必要なことが殆ど

福祉+医療を機能させるための情報共有

福祉
 生活全般の組み立て

環境の整備
居住の場の提供
移動の支援
日中活動の提供
家族のレスパイト

 家族や関係機関との
連携

医療
 通院による薬物療法

精神科薬
睡眠、てんかんなど
併存疾患の治療

 入院治療
急性期症状の治療
破綻した行動・生活
の立直し



強度行動障害の実情を確認した

強度行動障害を有する状態は当事者・家族にとって最も過酷
な困難な状態である。

強度行動障害に対する施策は、予防のための研修事業がなさ
れてきた。予防、回復支援ともに途上であり、特に発生した
人のための支援体制整備（入所・一時的入院を含む）の整備
は不十分な現状にある。

強度行動障害者支援のためには、福祉と医療が連携する必要
があり、一時入院を要する事例については入所施設・相談支
援事業所など地域支援者との連携が必要であり、継続した医
療との連携が円滑に行える必要がある。

強度行動障害者への支援体制整備は次期の県障害福祉計画/事
業に反映される必要がある。

強度行動障害の未来予想図にむけて：まとめ


